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１．設立年月日：昭和２４年６月
２．活動目的及び主な活動内容：

近代精神科医療のあるべき姿を明確にし、日本国民の精神保健の向上と精神疾患
を持つ人への適切な医療・福祉の提供、精神障害者の人権の擁護と社会復帰の促進
を図ることを目的として、私立の精神科病院によって当協会は設立された。

昭和２９年に社団法人登記、平成１３年には日本精神科病院協会に改称し、協会
は大きく発展を遂げ、現在では、会員病院の精神病床総数も全国の８５パーセント
以上を占めるに至っている。日本精神科病院協会はこれまでに、精神科医療の発展、
精神障害者の人権の擁護と社会復帰の促進、国民の精神保健・医療福祉の向上など
について、広く日本国民へ普及啓発活動を精力的に行うと同時に、厚生行政への積
極的な提言を行い、精神保健福祉法や精神保健福祉士の国家資格化など、関係法規
の成立・改正に尽力してきた。平成２４年に社団法人から公益社団法人に移行した。

【主な活動内容】
・ 精神保健医療福祉に関する調査研究及び資料収集
・ 精神保健医療福祉従事者の人材育成及び教育研修
・ 精神保健医療福祉に関する普及及び啓発

３．会員数： 1,182病院（令和5年７月時点）
会員が保有する障害者総合支援法関連施設数 3,010施設

４．法人代表： 会長 山崎 學（サンピエール病院 理事長・院長）

公益社団法人日本精神科病院協会 概要
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障害福祉サービス等の利用者数は年々増加しており、令和3年10月時に
おいて障害福祉サービス利用者総数約95.0万人中、精神障害者の利用者
数は約27.7万人であり、約３割を占める。令和2年10月から令和3年10
月における精神障害者の利用者数の伸び率(年率)は、7.5％と、身体障害
者1.1％、知的障害者2.4％に比べて大きく上回っている（出典：障害福
祉サービス等報酬改定検討チーム資料 2022.3.28 ）。

日本精神科病院協会の会員病院が保有する障害者総合支援法に定める障
害福祉サービス等施設数は、全国で約3,000にも上る。障害福祉サービス
等は精神障害者の地域生活支援にとって必要不可欠な社会資源であり、当
協会会員病院の多くが医療との連携を模索しながら障害福祉サービス等の
運営を通して、精神障害者の地域生活支援に取り組んでいる。

精神障害者は、疾病と障害が併存しているため病状が障害の程度に強く
影響し、経過の動揺性が高いことが特徴である。病状悪化時のみならず、
精神障害者の地域生活の安定性維持と充実には、精神科医療の関わりが不
可欠である。精神障害者の地域生活支援にとって真に必要な障害福祉サー
ビス等には、医療と障害福祉の連携が必要不可欠であり、これを実現する
には、福祉のみならず医療の視点・意見が十分に反映される必要がある。

精神障害者の障害福祉サービス等の利用にあたっては、医療・医学的視
点からの意見や対応が、十分反映されるような制度設計を望む。

日本精神科病院協会が考える障害福祉サービス等（総論）
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（概要）
日本精神科病院協会として次期障害福祉サービス等報酬改定に対して、
以下の項目について要望する。参考資料は以下。
①令和3年度障害者総合福祉推進事業「グループホームの運営及び支援内容等の実態把握のための調査」

令和４年３月PwC コンサルティング合同会社

②2021(R3)事業年度決算 経営分析参考指標 障害福祉サービス《居住系サービス》編

(共同生活援助・施設入所支援・短期入所・生活介護) 独立行政法人福祉医療機構

③令和4年度共同生活援助（グループホーム）状況調査 日本精神科病院協会（546病院中、回答率64.1％）

③
1． 共同生活援助における同行支援について

共同生活援助における、施設外への同行支援について、基本報酬外に対応に応じ
た個別算定とするよう、加算を要望する 新設

2． 精神障害者地域移行特別加算について
退院後１年間の算定可能期間の延長を要望する

3． 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ,Ⅱ）について
有資格者の配置に関する算定基準の緩和を要望する
例）有資格者の配置における「常勤」の規定を撤廃し、非常勤職員を

含めた常勤換算による算定要件とする
4. 自立生活支援加算について

利用者のニーズに合わせた算定要件の緩和を要望する
入居中、退去後を問わず複数回算定可能等の柔軟な運用を可能にすべき
例）入居中2回、退去後1回 ⇒ 算定回数の増

5. 障書福祉サービスにおける｢医師意見書｣の活用方法と評価の見直し 新設
「情報提供した医療機関」⇒診療報酬から点数化
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

日本精神科病院協会が行った令和4年度共同生活援助（グループホーム）
状況調査では、最も多い意見である。
共同生活援助の利用者の高齢化が進んでいる（50代以上：46.4％）。
一人暮らし等をする上での課題（共同生活援助入居中における支援の課
題）の中で、共同生活援助職員の見立てとして、職員の同行を要すると思
われる「食事の確保や家事等の生活スキル」「契約・行政手続きのスキ
ル」「買い物や金銭管理」「通院や服薬管理」「住宅の確保」への回答率
が高い。
日中の対面での支援頻度（実際の支援実施状況）の中で、共同生活援助職
員の同行を要すると思われる「食事提供や家事の支援」「余暇活動の支
援」「役所や病院等への同行支援」の実施頻度が高い。

1. 共同生活援助における同行支援について
共同生活援助における、施設外への同行支援について、基本報酬外に対
応に応じた個別算定とするよう、加算の新設を要望する。
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1. 共同生活援助における同行支援について
共同生活援助における、施設外への同行支援について、基本報酬外に対応に
応じた個別算定とするよう、加算の新設を要望する。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

共同生活援助における日中の対面での支援項目については、「食事提供や
家事の支援」「声掛けや見守り」「相談対応・コミュニケーション」「服
薬管理」といった、地域で生活するために必要な相談援助や個別支援等に
関連する項目の支援頻度が極めて高い。
共同生活援助での生活安定維持に向けては、これらの支援項目の継続が必
要である。

2. 精神障害者地域移行特別加算について
退院後１年間の算定可能期間の延長を要望する。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

2. 精神障害者地域移行特別加算について
退院後１年間の算定可能期間の延長を要望する。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

東京都の共同生活援助における退居者全体のうち、通過型グループホー
ム利用者は52.2％、一人暮らし等への退居者のうち、通過型グループ
ホームの利用者は76.6％で、通過型グループホームの利用が共同生活援
助の退居率を向上させることが示唆される。
通過型グループホームにおける有資格職員数については、全国の事業所
と比較して、社会福祉士では実人数、常勤専従人数が共に約3倍、精神保
健福祉士では実人数が約10 倍、常勤専従人数は約12倍となっている。
有資格者の配置が共同生活援助の退居率向上の要因であることが示唆さ
れる。
共同生活援助からの退居に向けた質の高い支援の提供のために、福祉専
門職配置等加算（Ⅰ、Ⅱ）に関する算定基準、評価の見直しが必要。

3. 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ,Ⅱ）について
有資格者の配置に関する算定基準の緩和を要望する。
例）有資格者の配置における「常勤」の規定を撤廃し、非常勤職員を

含めた常勤換算による算定要件とする。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

3. 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ,Ⅱ）について
有資格者の配置に関する算定基準の緩和を要望する。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

共同生活援助退居後も共同生活援助職員による支援の実施割合が30.7％。
共同生活援助職員による対面での支援の実施割合が63.7％。
共同生活援助職員による対面での退居後支援の実施回数、退居後2～9 
回：58.3％、退居後10回以上：15.7%⇒退居後2回以上実施：74.0％。
精神障害で一人暮らし等が困難と思う理由（利用者調査）において、「具
合が悪くなったときや病気になったときに不安だから」が51.9％、
「困ったときに相談できる人がいないから」が39.7％、「他に住める家
がないから」が38.8％。
これらの結果は、共同生活援助退居前後で医療機関（外来・訪問看護・デ
イケア等）や他の障害福祉サービス事業者（就労支援施設・居宅介護等）
との連携調整や居住の場の確保への支援を始めとする共同生活援助職員に
よる様々な対面支援の継続の必要性が示唆される。

4. 自立生活支援加算について
利用者のニーズに合わせた算定要件の緩和を要望する。
入居中、退去後を問わず複数回算定可能等の柔軟な運用を可能にすべき
例）入居中2回、退去後1回 ⇒ 算定回数の増
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

4. 自立生活支援加算について
利用者のニーズに合わせた算定要件の緩和を要望する。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

4. 障書福祉サービスにおける｢医師意見書｣の活用方法と評価の見直し
「相談支援事業所が医療機関に情報提供を要望」
「情報提供した医療機関」⇒診療報酬から点数化

精神障害者の特性として､その大半で疾病と障害が併存しており疾病の経
過･状況(病状)が障害の程度に強く影響し､経過の動揺性が高く不安定であ
ることが挙げられる。
現行の障害福祉制度においては｢医師意見書｣の活用は原則的に障害福祉
サービスの介護給付サービス受給の場合に限られており､共同生活援助や
就労系サービスを始めとする訓練等給付サービス受給及び地域相談支援・
計画相談支援を利用する場合には殆ど活用されておらず､また記載内容の
質にもバラツキがあり、｢医師意見書｣活用については多くの課題がある。
多くの精神障害者が、訓練等給付サービスを利用しており、中でも特に共
同生活援助､就労系サービス及び地域相談支緩については精神科医療との
連続性の観点から､福祉の視点・意見に偏向することなく､医療の視点･意
見が十分に反映される制度設計とする必要がある。
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

4. 障書福祉サービスにおける｢医師意見書｣の活用方法と評価の見直し
「情報提供した医療機関」⇒診療報酬から点数化

これらの利用には主治医が関与しなくても利用
できる。精神疾患の特性を理解する上でも、
主治医の意見があった方が良いのではないか
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令和６年度障害福祉サービス等報酬改定に関する意見等（詳細版）

4. 障害福祉サービスにおける｢医師意見書｣の活用方法と評価の見直し
「情報提供した医療機関」⇒診療報酬から点数化

区分に応じた利用

区分なく利用可

医師意見書がなくても利用
出来る障害福祉サービスの
利用者が多いのが現状である

障害者の状態をきめ細や
かに把握仕切れていない
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要望における各視点からの考察

今回の要望にあたっては、①令和3年度障害者総合福祉推進事業「グループホームの運営
及び支援内容等の実態把握のための調査」 ②2021(R3)事業年度決算 経営分析参考指
標 障害福祉サービス《居住系サービス》編 ③令和4年度共同生活援助（グループホー
ム）状況調査（日精協）を参考に、より質の高いサービス提供の課題を検討した。

より質の高いサービスを提供していく上での課題及び対処方策・評価方法

地域において、利用者が個々のニーズに応じたサービスの提供を受けられるよ
うにするための、サービス提供体制の確保に向けた課題及び対処方策

障害福祉サービス等に係る予算額が、障害者自立支援法施行時から３倍以上に増加し、
毎年10％弱の伸びを示している中で、持続可能な制度としていくための課題及び対処方策

業務の負担軽減・効率化に向けた課題及び対処方策（ＩＣＴ活用など）

要望1～4はいずれも、精神障害者の特性や経時的な状況を理解した上で、日々の日常生
活の困りごとやサービス提供に向けた課題を挙げて対処方策を講じたものである。

共同生活援助の年次別収支では、赤字施設は2017年度の33.8％から2021年度では
37.8%と4割弱を占めている。経営が成り立たないと、障害福祉サービスが維持出来ない。

要望3では、有資格者の算定基準を緩和することにより、効率良い人員配置が出来る。
訪問支援等での記録については、スマホやタブレット、音声入力などのICTを使うことで、
業務の負担軽減や効率化に繋がる。そのためにも、赤字体質を改善すべきである。
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現場で工夫している事例

今回の要望にあたっては、今後の障害福
祉への政策提言に反映していくエビデン
スとなる情報を集約するために、日本精
神科病院協会の会員病院あてにアンケー
ト調査を実施している。
１．調査対象

令和4 年度名簿調査にて
障害者総合支援法関連の共同生活援助

（グループホーム） を保有していると
回答した546病院

２．調査基準：令和４年９月30日現在
３．回答事業所数 350事業所
４．利用者数 5,079名

令和4年度 共同生活援助（グループホーム）状況調査

各項目の検討
１．事業所の状況
２．利用者の状況
３．利用者負担の状況
４．加算算定の状況
５．スタッフの状況
６．会計の区分状況
７．採用している会計基準
８．事業活動収支
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（参考資料）
公益社団法人 日本精神科病院協会
会員病院が保有している障害者総合支援法に定める施設数

出典：日本精神科病院協会 令和4年度名簿調査

障害者総合支援法に定める施設 施設数

居宅介護 97
重度障害者等包括支援 3
短期入所 122
生活介護 34
生活訓練 114
宿泊型自立訓練 120
就労定着支援 20
就労移行支援 76
就労継続支援A 17
就労継続支援B 242
共同生活援助包括 689
共同生活援助委託 601
共同生活援助日中 20
自立生活援助 23
地域活動支援センター 185
福祉ホーム 20
指定特定相談支援事業 354
指定一般相談支援事業 273

計 3,010
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